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国家戦略会議の設置

年央に「日本再生戦略」を決定

税財政の骨格、経済運営の基本方針等の国家の内外に
わたる重要政策を統括する司令塔・政策推進の原動力

国家戦略会議
新時代の中長期的な国家ビジョンの構想

議長 総理大臣
副議長 副総理 官房長官 国家戦略担当

大臣
議員 総務大臣 外務大臣 財務大臣

経済産業大臣 日本銀行総裁
（民間） 岩田一政（日本経済研究センター理事長）

緒方貞子（国際協力機構特別顧問）

古賀伸明（日本労働組合総連合会会長）
長谷川閑史（武田薬品工業(株)社長）
米倉弘昌（住友化学(株)会長）

2012年前半の主な検討内容

平成23年10月21日設置

＜主要検討課題＞

 新産業・新市場の創出
 次世代の育成と活躍できる社会の形成
 エネルギー・環境政策
 特区を活用した地域経済の活性化
 成長マネーの供給拡大 等
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エネルギー・環境会議

フロンティア分科会

・革新的エネルギー・環境戦略の策定等

・中長期的に目指す方向性のビジョンの策定



震災・原発事故からの復活

東日本大震災からの復興

エネルギー・環境政策の再設計

経済成長と財政健全化の両立

成長力強化、円高・デフレに対応したマクロ経済運営
と欧州政府債務危機への備え

社会保障・税一体改革

経済・社会・国際の３分野

更なる成長力の強化＜経済＞

①経済連携の推進と世界の成長力の取り込み
－EPA/FTAの推進、TPP交渉参加に向けた協議
－パッケージ型インフラ海外展開の拡充
－中小企業の海外展開支援
－クールジャパンの推進 等

②環境の変化に対応した新産業・新市場の創出
－少子高齢化、ｴﾈﾙｷﾞｰ環境制約等の課題克服による市場拡大
－グリーン成長戦略の策定
－創薬・医療機器開発等で「世界をリード日本」を実現する戦略の策定
－産学官連携による「死の谷」の克服
－行政刷新の取組と連携した規制改革 等

③新たな資金循環による金融資本市場の活性化
－官民連携による成長マネーの供給拡大
－成長ファイナンス関係閣僚会議の設置 等

④食と農林漁業の再生
－持続可能な力強い農業の実現
－６次産業化・成長産業化、流通効率化 等

⑤観光振興
－訪日外国人旅行者の増大に向けた取組
－ニューツーリズム等の取組支援 等

分厚い中間層の復活＜社会＞

①すべての人々のための社会・生活基盤の構築
－「若者雇用戦略」の策定
－非正規雇用問題に横断的に取り組むための
総合的ビジョンの取りまとめ

－生活支援戦略の策定 等

②我が国経済社会を支える人材の育成
－社会を生き抜く力の養成、教育と職業の円滑な接続
－グローバル人材の育成
－産学官が連携した職業教育や職業訓練の強化 等

③持続可能で活力ある国土・地域の形成
－低炭素・循環型の持続可能な社会の実現
－環境未来都市、地域活性化総合特区の活用
－災害に強い国土・地域づくりの推進 等

世界における日本のﾌﾟﾚｾﾞﾝｽ強化＜国際＞

－強靭なインフラの整備 （国際競争力強化プログラムの策定等） －途上国の経済を支える人材の育成、基礎教育支援を通じた人材基盤の拡大
－途上国の防災対策支援 －日本ブランドの再構築 等

新たなフロンティア －「希望と誇りある日本」を築き上げていくためには、新たなフロンティアを提示し、中長期的に目指すべき方向性を示していく
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「日本再生の基本戦略」（平成23年12月24日閣議決定）



＜平成23年＞

第１回 平成23年10月28日(金)

○ 日本再生の基本戦略の策定に向けて

第２回 平成23年11月21日（月）

○ 日本再生の基本戦略の基本的な考え方について

第３回 平成23年11月30日（水）

○ 日本再生の基本戦略の基本的考え方について

○ 予算編成の基本方針(基本的考え方)・24年度

予算編成における重点化について

○ 「人間の安全保障」分野の国際貢献について

第４回 平成23年12月12日（月）

○ 予算編成の基本方針骨子案等について

○ 経済・社会のフロンティアについて

・「成長マネー」の供給拡大に向けて

・我が国経済を支える人材の育成・確保

第５回 平成23年12月15日（木）

○ 社会のフロンティア（分厚い中間層の復活）について

○ 日本再生の基本戦略（素案）

第６回 平成23年12月22日（木）

○ 日本再生の基本戦略（案）について

○ 新たなフロンティアへの挑戦について

＜平成24年＞

第１回 平成24年1月25日(水)

○マクロ経済政策について

○今後の進め方について

第２回 平成24年3月2日（金）

○イノベーションによる新産業・新市場創出

○被災地の復興に向けて

第３回 平成24年4月9日（月）

○次世代の育成と活躍できる社会の形成に向けて

○デフレの背景について

第４回 平成24年5月10日（木）

○新成長戦略のフォローアップ

○個別案件（総合特区等による地域活性化の取組、

医療イノベーション5カ年戦略（中間報告）等）

第５回 平成24年6月4日（月）

○教育システム改革、グローバル人材育成の推進

○その他（生活支援戦略、若者雇用戦略）

国家戦略会議の開催実績
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